
 

平 成 2 2 年 1 1 月 

見 附 市 

 

中間前払金制度の導入について 

 

１ 制度概要 

平成 22年 12 月 1 日から公共工事受注者の資金調達の円滑化を図るため、土木建築工事におい

て、当初の前払金（請負金額の４０％以内）を支払った後、施工の中間時期に一定の要件を満た

している場合、請負金額の２０％以内を追加して支払うことができる制度です。なお、前払金と

中間前払金の合計額が請負金額の６０％以内まで支払うことができます。 

 

２ 対象となる工事 

中間前払金の対象となる工事は、請負金額２００万円以上の土木建築工事です。平成 22 年 12

月 1 日以降に締結する契約から適用します。 

 

３ 支払いの条件 

中間前払金の支払いを受けるためには、次の条件を全て満たすことが必要です。 

（１） 請負金額２００万円以上の土木建築工事であること。 

（２） 前払金の請求をし、支払いを受けているもの。 

（３） 工期の２分の１を経過していること。 

（４） 工程表により工期の２分の１に相当する期間を経過するまでに実施すべき工事が終了し

ていること。 

（５） 既に行われた当該工事の作業に要した経費が請負金額の２分の１以上の額に相当するも

のであること。 

（６） 公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和 27 年法律第 184 号）の規定に基づく保

証事業会社の保証（中間前払金保証）を受けることができること。 

 

４ 実施時期 

平成 22年 12 月 1 日以降に締結する契約から実施します。 

 

５ 中間前払金手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

①認定請求 

受注者は、中間前払金の請求をしようとするときは、市（工事発注課）へ中

間前払金認定請求書を提出してください。 

 

②認定調査 

市（工事発注課）は、受注者から中間前払金認定請求書の提出があったとき

は、速やかに中間前払金の支払い要件を満たしているか認定調査し、その結果、

支払い要件を満たしている場合は、中間前払金認定調書を交付します。 

 

③保証申込み 

受注者は、中間前払金認定調書を添えて保証事業会社へ中間前払金保証の申

込みをしてください。 

 

④保証証書の発行 

受注者は、市から交付を受ける中間前払金認定調書により、保証事業会社と

前払金保証契約を締結し、中間前払金保証証書の発行を依頼してください。 

 

⑤中間前払金の請求 

受注者は、請求書に保証事業会社の発行した中間前払金保証証書（原本）を

添えて、市（工事発注課）に提出してください。 

 

⑥中間前払金の振込み 

市（工事発注課）は、受注者から中間前払金の請求を受けた後、請求を受け

た日の翌日から起算して 14 日以内に、受注者の指定する金融機関に中間前払

金の振込みを行います。 

 

 

 



 

中 間 前 払 金 認 定 請 求 書 

年   月   日 

（あて先）見附市長 

 
（受注者）  
住 所  

名 称   

（法人にあっては名称及び代表者名） 

 

下記工事について、中間前払金の請求をしたいので、要件を満たしていることの認定を

請求します。 

記 

工 事 番 号 及 
び 工 事 名 

       工 第   号 
                         工 事 
 見附市        地内   

契 約 金 額 
（Ａ） 

            円 契 約 日    年   月   日 

前 払 金 額 
（Ｂ） 

                  円（１０万円未満切捨て） 

中間前払金額 
（Ｃ） 

                  円（１０万円未満切捨て） 
 

（Ａの２０％以内、ただし（Ｂ＋Ｃ）がＡの６０％以内であること） 

工 事 期 間      年   月   日 から     年   月   日 まで 

摘 要 

 
（当該年度の支払い限度額                   ） 
 

【添 付 書 類】 
（１） 工事履行状況報告書 
（２） 工事の進捗状況を確認できる工程表 
（３） 工事写真（着手前、現況） ・・・・監督員が不要と認める場合は省略可 

 

 

見附市使用欄 （受注者は記入しないで下さい） 

※決裁欄 

課 長 課 長 補 佐 係 長 監 督 員  中間前払金の要件を満たしてい
ることを 
 
□ 認定する。 
□ 認定しない。 

     

合議  総務課長  管財係長  



 

工 事 履 行 状 況 報 告 書 

   年  月   日 

 
受注者名称  

現場代理人   

中間前払金認定を求めるにあたり、工事の履行状況は下記のとおりです。 

記 

工事番号及び

工 事 名 
 

工 事 期 間 
     年   月   日 から     年   月   日 まで 

当該年度の工期 

     年   月   日 から     年   月   日 まで 

月  別 
予定工程  （％） 

（ ）内は工程変更後 

実施出来高  （％） 

（ ）内は、予定工程との差 
備  考 

  （ ）  （ ）  

  （ ）  （ ）  

  （ ）  （ ）  

  （ ）  （ ）  

  （ ）  （ ）  

  （ ）  （ ）  

  （ ）  （ ）  

  （ ）  （ ）  

  （ ）  （ ）  

  （ ）  （ ）  

  （ ）  （ ）  

  （ ）  （ ）  

（記事欄） 

 

 

 

 



工 事 履 行 状 況 報 告 書 

   年  月   日 

 
受注者名称  株式会社 ○○○○○○○○○  

現場代理人   見附 たろう   

中間前払金認定を求めるにあたり、工事の履行状況は下記のとおりです。 

記 

工 事 番 号 及 び 

工 事 名 

○○工第○○号 

○○○○○○○○○○○○○○○○工事 

工 事 期 間 
平成２２ 年 ４月 ３０ 日 から 平成２４ 年 ３ 月 １５日 まで 

当該年度の工期 

   平成２２ 年 ４月 ３０日 から  平成２３ 年 ３月 ３１日 まで 

月  別 
予定工程  （％） 

（ ）内は工程変更後 

実施出来高  （％） 

（ ）内は、予定工程との差 
備  考 

平成 22年 4 月 0.0 （ ） 0.0 （0.0）  

5 月 5.0 （ ） 5.0 （0.0）  

6 月 15.5 （ ） 15.0 （-0.5）  

7 月 25.5 （ ） 30.0 （+0.5）  

8 月 40.0 （ ） 40.0 （0.0）  

9 月 50.0 （45.0） 43.0 （-2.0）  

10 月 60.0 （55.0） 48.5 （-6.5）  

11 月 70.0 （65.0） 60.0 （+5.0） >50.0% 

12 月 80.0 （78.0）  （ ）  

平成 23年 1 月 90.0 （85.0）  （ ）  

2 月 95.0 （95.0）  （ ）  

3 月 100.0 （100.0）  （ ）  

（記事欄） 

 

 

 

 

 

記載例 

中間前払金の認定要件 
（例）11月末の状況 

・工期１／２経過 

・工期１／２までの作業を実施済み 

・作業に要する経費が請負金額の１／２

（出来高５０%以上） 



 

文 書 記 号 番 号 

  年   月   日 

 

（受注者）        様 

 

 

見 附 市 

見附市長  ○○○○○○ 

（ 公 印 省 略 ） 

 

中 間 前 払 金 認 定 調 書 

 

   年  月  日付の中間前払金認定請求につきましては、その要件を具備し

ていると認定します。 

 

記 

１ 工事番号及び工事名  

２ 工 事 場 所  

３ 請 負 金 額                   円 

４ 工 期   年  月  日 から    年  月  日 まで 

 

 



 

 

中 間 前 払 金 請 求 書 
 

請求金額 金 円也 
 
ただし、下記工事の中間前払金として 

記 

工 事 番 号  
工 事 名  
工 事 場 所  

請 負 金 額 
 
 円 

前 払 金 受 領 済 額 
 
 円 

（請負金額の 40％以内、10万円未満切捨て） 

中間前払金請求額 
 
 円 

（請負金額の 20%以内、10万円未満切捨て、前払金受領済額と中間前払金の合計額が請負金額の 60%以内） 

 
 
上記金額を請求します。 

 
平成   年   月   日 

 
住 所  

氏 名   

社印及び代表者印 

 
金融機関名 口座種別 口座番号 口座名義（カナ） 

 当座 ・ 普通   

 
 
 

（あて先）見附市長 久 住 時 男 

 


